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「IPSAS の導入：講師用の手引き」の各資料の使用方法に関するこの手引きでは、対面式とオンライン

式の両方でトレーニングを実施する際に、資料をどのように使用できるかについてのヒントや提案を提

供しています。本資料は、柔軟に使用できるように設計されています。研修の最適な実施方法は、発表

者のスタイル、研修の実施方法が対面式かオンラインか、あるいは両者の混合か、参加者の既存の知識

などによって異なります。従って、本ガイドは、研修の実施方法について提案するものですが、研修の

実施方法を決定するのは、各発表者となります。 

このコースの範囲 

このコースは、IPSASの基準書全体の入門編です。とはいえ、大多数の公的部門の主体には関連性が低

い軽微な省略がなされています。このコースは、個々の基準書の詳細な理解を目的としたものではあり

ません。特に、金融商品や確定給付制度など、技術的に複雑なトピックについては、詳細ではなく概略

を説明しています。 

このコースは、丸5日かけて実施できるように設計されています。また、初めて発生主義を採用する主体

にとって関連性の低い基準については、可能な限り詳細な説明を控えています（例えば、自己創設無形

資産については、発生主義会計を採用する前にそのような資産を認識することが困難であるため、掲載

範囲を限定しています）。発表者は、参加者のニーズに合わせて内容を調整することができます。例え

ば、参加者の組織がサービス・コンセッションの取決めを締結していない場合には、他のトピックに多

くの時間を割いた方が参加者にとって有益かもしれません。 

このコースはモジュール式です。そのため、受講者のニーズや発表者の好みに合った方法で実施するこ

とができます。トピックは可能な限り独立しており、個別のセッションとして提供することができます。

場合によっては、トピックを完全に理解するために、他のトピックからの追加資料が必要になることも

あります。例えば、減損損失と借入コストは、有形固定資産のトピックの一部として含まれています。

他のトピック、例えば投資不動産が独立したセッションとして提供される場合、発表者は、借入コスト

と減損の資料を投資不動産のトピックに追加することを検討するとよいでしょう。 

各トピックは、関連するトピックのモジュールに分類されています。しかし、発表者は、参加者のニー

ズに応じて、異なる研修構成にすることもできます。例として、リースのトピックは、多くの公的機関

が借手であることから、資産モジュールに含まれています。参加者の組織が主に貸手である場合には、

負債のモジュールの一部としてリースのトピックを提示する方が有益かもしれません。 

コース教材には、各トピックのスライド集とモジュールの1つの章が含まれています。トピックの表題は

スライドデッキの最初のスライドに表示されます。 
 

はじめに 
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各モジュールにおいて、トピックの表題は各トピックの冒頭と、当該トピックを扱う各ページのフッタ

ーに表示されます。 

 
 

各スライドは、モジュールの関連する章に再現されています。モジュールは、スライドの内容を補足す

るために、さらに詳細を提供します。スライドに文章が含まれている場合、その文章は色付きのボック

スでモジュールに複製されます。スライドに表や図が含まれている場合、その表や図はモジュールに複

製されます： 
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スライドに文章が含まれる場合 
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スライドに表が含まれる場合 
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スライドに図が含まれる場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ほとんどのトピックには、ディスカッションのための質問又は範例が含まれています。これらの質問又

は範例は、クラス又はオンラインでのディスカッションに使用することを意図しています。質問又は範

例の答えは、常に関連モジュールに含まれ、PowerPoint の制限上で可能な場合は、スライドノートに記

載されます。 
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スライドノートの解答 

 

 
スライドノートに解答を含めることができない場合（例えば、解答が表形式の場合）、スライドノート

にモジュール内の解答の場所へのクロスリファレンスが記載されています。 

ほとんどのトピックでは、モジュールに解答付きの復習問題が含まれています。これらは、参加者の理

解をさらに試すためのものです。発表者は、プレゼンテーションの中で追加的な例題としてこれらの問

題を使用することもできますし、（モジュールの一部として、又は個別に）参加者に自習用として提供

することもできます。 

モジュールの解答 
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トピックは、ライブ又はオンラインで発表することができます。セッションをオンラインで行う場合、

発表者は、投票、チャット、ブレイクアウト・ルームなどのオンライン機能を利用して、参加者とどの

ように関わるかを検討する必要があります。また、発表者は、ディスカッションをテキストのみに制限

するか、参加者のミュートを解除できるようにするかを検討する必要があります。これは、例えばグル

ープの人数など、様々な問題に左右されると思われます。 

トピックには、クラスでの討論が適切と思われる討論用の質問と範例が含まれています。研修がオンラ

インで行われる場合は、投票、チャット、ブレイクアウト・ルームなどを使用するのに適したポイント

になります。また、スライドノートには、クラスやオンラインでのディスカッションが参加者に役立つ

その他のポイントも強調されています。 

発表者は、特にオンラインで研修を提供する場合、参加者が希望するその他の質問にどのように答える

かを検討する必要があります。セッションに特定の質疑応答枠を設けたり、参加者が（電子的に）手を

挙げて、その問題について議論したいことを示したりすることもできます。また、使用するソフトウェ

アが提供する機能も、参加者の質問にどのように対応するかを決める要因になるかもしれません。 

発表者は、モジュール（すなわちマニュアル）の使い方を検討する必要があります。いくつかの異なる

アプローチを以下に説明しますが、発表者は、自分たちや参加者にとって最も効果的な方法を検討する

必要があります。 

• IPSAS の経験が比較的浅い発表者の場合、研修の実施に必要な IPSAS の十分な理解を得るため

に、このモジュールを使用することができます。このアプローチは、他のアプローチに比べ、詳

細な理解が得られない可能性が高いですが、より詳細な研修に先立ち、IPSASの理解を深めるた

めに研修を実施する場合や、要求事項の大まかな概要のみを必要とする幅広い聴講者に対して研

修を実施する場合には、適切であると考えられます。 

• IPSAS をより深く理解している発表者や、参加者に IPSAS の知識を深めてもらうことを意図し

ている発表者は、モジュールを参加者と共有することができます。このような場合、ディスカッ

ション・クエスチョンの回答はモジュールに記載されていますので、セッション終了後に共有す

ることが望ましいということに留意すべきです。 

• モジュールに含まれる「復習のための質問」は、参加者とのさらなるディスカッションのポイン

トとして使用することができます（対面式、又はオンラインの投票／チャット／ブレイクアウ

ト・ルームを使用）。モジュールを共有しない場合、発表者は、質問の追加スライドを含めるか、

質問を別の文書として配布／ダウンロードできるようにすることを検討できます。繰り返しにな

りますが、発表者は、復習問題の解答がモジュール内にあることに留意してください。 

可能であれば、セッションは地域の状況を反映させるべきです。スライドノートでは、地域の事例を追

加できる箇所を強調しています。これはリストでもよいし、画像でもよいです。また、スライドノート

では、状況に応じて、地元の問題についての話し合いが適切と思われる箇所も強調されています。現地の

状況によっては、1人又は複数の参加者がこれまでの経験を共有する機会を提供することもできます（例えば、

ある省庁が1つ又は複数の基準の採用を試験的に行っている場合など）。 

発生主義 IPSAS の初度適用に関するモジュールの第 2 部は、実務的な論点に 関する一連のディスカッ

ション・ポイントです。発表者は、これらの論点について、初度適用のトピックの一部として議論する

か、各技術的なトピックの後に議論するかを検討するとよいでしょう。コース全体が短期間で提供され

る場合は、前者のアプローチが望ましいかもしれません。トピックが個々に提供される場合は、個々の

トピックの一部として、実務的な導入のポイントについて議論する方がより有用であると思われます。 

発表者は、現在の問題に関連する例を用いることを考慮すべきです。この原稿を書いている時点で、重

要な現在の問題はCOVID-19のパンデミックであり、パンデミックに関連する問題はスライドノートに記

載されています。発表者はまた、他の現在の（そして潜在的に地域の）問題を提起できないか検討すべ

きです。 

 
 
 
 

講師のためのヒント 
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この資料は、2023年12月31日までのすべてのIPSASBの公表物をカバーしています。従って、本資料で

取り上げられている多くの IPSAS は、将来の日付までは未発効です。発生主義 IPSAS を採用するほと

んどの主体にとって、発生主義 IPSAS を採用するプロセスが完了する頃には新しいIPSAS が発効してい

る可能性が高いため、できるだけ早くこれらの IPSAS の導入に着手することが推奨されます。 

最近公表されたIPSASの中には、これまでIPSASが扱っていなかったテーマを扱っているものもありま

す。これには、IPSAS第44号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」、IPSAS第48号「移転

費用」及びIPSAS第49号「退職給付制度」が該当します。したがって、これらのIPSASに関するすべて

の資料は、旧版の「IPSASの導入：講師用の手引」の資料に追加されたものです。 

最近公表された他のIPSASは、既存のIPSASを置き換えることになります。これは、IPSAS第43号「リ

ース」（IPSAS第13号「リース」を置き換える）、IPSAS第45号「有形固定資産」（IPSAS第17号「有

形固定資産」を置き換える）、IPSAS第47号「収益」（IPSAS第9号「交換取引から生じる収益」、

IPSAS第11号「工事契約」、IPSAS第23号「非交換取引から生じる収益（税金及び移転）」を置き換え

る）に該当します。 

新基準の要求事項が現行基準の要求事項と著しく異なる場合には、新 IPSAS と現行 IPSAS の両方に

別々のトピックを含めています。これは、IPSAS第43号とIPSAS第13号、並びにIPSAS第47号、IPSAS

第9号とIPSAS第23号に適用されます。 

新基準の変更点が軽微であり、ほとんどの要求事項が新 IPSAS と現行 IPSAS の両方に記載されている

場合には、1つのトピックのみが含まれます。ただし、既存の IPSAS と異なる取扱いが必要な場合は、

モジュール内のボックスで説明しています。これは、IPSAS第45号とIPSAS第17号に適用されています。

このアプローチは、IPSAS第16号「投資不動産」においても採用されており、特にリースに関連して、

新規の基準書を発行するのではなく、結果的な修正によって既存の基準を変更しています。 

最後に、IPSAS第46号「測定」は、既存のIPSASを置き換えるものではありませんが、測定に関するす

べてのガイダンスを1つの基準にまとめたものであるため、以前は他のIPSAS（したがって他のトピック）

でカバーされていたガイダンスの一部が、「測定」のトピックでカバーされることになります。 

既存の IPSAS をまだ適用していない主体は、新 IPSAS を直ちに適用することが推奨されます。このよ

うな主体の参加者は、研修に新IPSASに関連するセッションを含めることが推奨されます。 

参加者が既存の IPSAS を採用している、又は採用の過程にある組織の場合、発表者は、既存の IPSAS 

に関連するセッションを含めることを検討する必要があります。研修の目的（将来の要求事項を議論す

ることが含まれる場合もある）にもよりますが、このような参加者は、来るべき変更点を認識するため

に、新IPSASに関連するセッションを受けることも有益でしょう。 

旧バージョンの「IPSAS の導入：講師用の手引」には、IPSAS 第 41 号「金融商品」と IPSAS 第 29 号

「金融商品」の個別のモジュールが含まれていました：IPSAS第41号は現在有効であり、IPSAS第29号

は現在有効である。IPSAS 第 41 号が発効し、IPSAS 第 29 号は廃止されましたが、以前使用していたヘ

ッジに関する要求事項は、IPSAS 第 41 号の適用後も引き続き使用することができます。このような状

況は、IPSASの適用過程にある主体には関係ないため、本バージョンの「IPSASの導入：講師用の手引

き」では、IPSAS第41号のみを取り扱っています。 

IPSASBはまた、「概念フレームワーク」と2つの「推奨実務指針」を最近更新しました。これらの文書

には規範性がないため、変更は直ちに有効となります。従って、「IPSASの導入」には、これらの改訂

が含まれており、旧バージョンの文書に関する議論は含まれていません。 

 
 
 
 

新しいIPSASへのアプローチ 
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この教材の一部として、限られた数の動画が提供されています。動画は、特定のトピックの説明や、教

材の使用方法について説明しています。これらの動画（全編又は抜粋）は、研修の一環として上映する

ことができます。 

最近の基準書や公開草案については、IPSASB は、概説資料「At a Glance」やウェブキャストを公表し

ています。これらをトレーニングの一環として利用することも可能です。 

その他の有益な情報源は以下の通り： 

• (IFAC) 

• Stepping Stones to Accrual Accounting (CIPFA) 

• Implementing Accrual Accounting in the Public Sector (IMF) 

• TransitioPathways to Accrualn to Accrual Accounting (IMF) 

• Getting Added Value out of Accruals Reforms (OECD) 

• Is Cash Still King? (ACCA/IFAC) 

• Public Sector Financial Accountability Index 2021 (IFAC/CIPFA) 

• Accrual Accounting is for the Public Sector (Deloitte) 

• Implementing Accrual Accounting in the Public Sector–Understanding Your Technology Is Vital! 

(IFAC) 

• Accruals in the Public Sector Are Here to Stay! Pursuing a Productive Debate (IFAC) 

• COVID-19: Relevant IPSASB Accounting Guidance (IPSASB) 

• COVID-19 Intervention Assessment Tool (IFAC 及びチューリヒ工科大学 (ZHAW)) 

• Climate Change: Relevant IPSASB Guidance (IPSASB) 

• Use of Accrual Information: Focusing on Fiscal Risk Identification and Assets and Liabilities 

Management （韓国租税財政研究院）（本書は、公共財務管理を改善するために政府がど

のように発生主義情報を利用しているかを調べた一連のケーススタディである。） 

 
 
 
 

その他の情報源 

https://www.cipfa.org/policy-and-guidance/reports/stepping-stones-to-accrual-accounting-the-transition-from-cash-to-accrual-accounting
https://www.imf.org/external/pubs/ft/tnm/2016/tnm1606.pdf
https://www.imf.org/external/pubs/ft/tnm/2009/tnm0902.pdf
https://www.imf.org/external/pubs/ft/tnm/2009/tnm0902.pdf
https://www.oecd-ilibrary.org/governance/getting-added-value-out-of-accruals-reforms_budget-18-5j8l804hpvmt
https://www.ifac.org/system/files/publications/files/pi-IPSAS-is-cash-still-king-v5.pdf
https://www.ifac.org/what-we-do/global-impact-map/public-sector-financial-accountability-index
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/xe/Documents/About-Deloitte/mepovdocuments/mepov18/accrual-accounting-is-for-the-public-sector%20too_mepov18.pdf
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/discussion/implementing-accrual-accounting-public-sector-understanding-your-technology-vital
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/contributing-global-economy/discussion/accruals-public-sector-are-here-stay-pursuing-productive-debate
https://www.ipsasb.org/publications/covid-19-relevant-ipsasb-accounting-guidance
https://www.ifac.org/knowledge-gateway/supporting-international-standards/discussion/covid-19-intervention-assessment-tool
https://www.ipsasb.org/publications/climate-change-relevant-ipsasb-guidance
https://repository.kipf.re.kr/handle/201201/7847
https://repository.kipf.re.kr/handle/201201/7847

